


































































　金融排除（financial exclusion）の概念は，Leyshon と Thrift が 1995 年に最初に提唱して以来，
多くの研究者がそれぞれに定義してきたが，研究が進むにしたがって概念の流動化がみられるよう
になった。
　Leyshon と Thrift は「金融排除とは，ある社会的グループや個人が金融システムにアクセスす





















つては主流であったが（たとえば Carbo et al. 2005），排除の境界が国や地域により相対的で，時
代によっても変化するとの説（Anderloni and Carluccio 2007），実態はより複雑で，金融機関は多
種多様であり，顧客は細かく階層化されていて（Marron 2013），「金融排除」よりも「金融生態系」
のほうが実態を正確に表現できる（Appleyard et al. 2016）とか，銀行へのアクセスと銀行以外の








まれるようになった（Kempson et al. 2000, Regan and Paxton 2003, Anderloni and Carluccio 2007, 















（D）マーケティングの排除，（E）自己排除の 5 種類に分類されている（Kempson et al. 2000, 





















ある。2008 年以降 APEC（アジア太平洋経済協力）や G20 の経済政策に金融サービスの普及が盛
り込まれ，さらに持続可能な開発目標（SDGs）の目標にも金融包摂が掲げられた（目標 8.10「国
内の金融機関の能力を強化し，すべての人々の銀行取引，保険及び金融サービスへのアクセスを促
進・拡大する」）。世界銀行によれば，2011 年から 2017 年までの 6 年間に銀行口座（モバイル口座
を含む）の保有率は世界全体で 51％から 69％に上昇し，なかでもサブサハラ・アフリカ諸国にお















　イギリスにおいては，1995 / 96 年の政府統計によると国内の 150 万世帯（全体の 7％）が銀行の
金融サービスを全く利用しておらず，440 万世帯（全体の 20％）はわずかしか利用していなかった











者や社会保障受給者を中心とした金融排除層への口座普及を図った（Reagan and Paxton 2003, 
Datta 2012）。その結果，基礎口座を持たない人口は 2002 / 03 年の 357 万人（全人口の 8％）から


























利」を保障した（Carbo et al. 2005, Anderloni and Carluccio 2007）。政府や銀行業界の果たす役割
は国によってまちまちだが，（A）銀行の自主規制に任せる，（B）政府が銀行と消費者の仲介役と
して利害調整を行う，（C）政府が立法者として銀行に口座開設などの行動を義務づけるというよ























年の 8.2％をピークとしてその後は漸減しており，2017 年には 6.5％であった。また，口座を持っ










のぼるという（Friedline and West 2016）。
　Morduch らはアメリカの都市部・農村部に住む 235 世帯の中間所得層を対象にファイナンシャ
ル・ダイアリー調査を行ったが，その結果，中間所得層も極めて不確実な雇用・就業状況に置かれ
ており，収入が不安定で，貯蓄をする余裕がなく，常に借りては返すの繰り返しという自転車操業















の Kempson and Whyley（1999）以降は金融排除層の属性や金融排除の理由・過程・結果などの
研究に広がったという見方が一般的である（Collard 2007, Datta 2012）。しかし，それだけでは






半ば頃（世界的な金融危機の前まで）に多く現れた（Carbo et al. 2005, Anderloni and Carluccio 
2007 など）。イギリス・アメリカを対象とした金融排除研究は現在に至るまで続いており大きな割











































1990 年代末から 2000 年代初めに金融自由化の影響で銀行の統廃合が進み，支店や ATM の数が減
少するとともに地理的分布の偏りが顕在化した（田尻 2003，近藤 2007）。農業協同組合の店舗数
は，1990 年代の約 17,000 店舗から 2012 年には約 8,700 店舗へと半減し，都市銀行や信用金庫など














年間収入の多寡によってはっきりと違いがある（年収 300 万円未満の世帯は 34.8％に対し，年収
1,200 万円以上の世帯は 3.8％と約 10 倍の開きがある）。年齢別に金融商品（預貯金，信託，保険，

























　貸金業の上限金利を 20％に引き下げ，借金額を年収の 3 分の 1 以下に制限し（＝総量規制），貸










































　国内における近年の金融包摂政策として第一に挙げられるのは，2007 年 4 月に始まった政府の
多重債務問題改善プログラムであろう。改正貸金業法の成立（2006 年）を受けて内閣に設置され
た多重債務対策本部が同プログラムを決定した。改正貸金業法は上限金利の引き下げと総量規制の
導入にふみきったが，その当時貸金業者から 1 件でも借りている人は 1,400 万人，5 件以上から借



















































　2000 年から 2012 年までの金融排除研究の動向は野田（2014）に譲り，2013 年以降に「金融排
除」をキーワードとする論文・記事を見ると，上記の野田（2014）のほか，2008 年の金融危機を
ジェンダー不平等の観点から分析した足立（2016），韓国における金融排除と政府の政策を論じた
梁（2016）があり，また 2016 ～ 18 年には「日本型金融排除」に関する実務的な記事が集中してい
る。他方，「金融包摂」をキーワードとする論文・記事は 2006 年に初登場する。2018 年に日本協
同組合学会大会で「協同組合と金融包摂」をテーマとした報告があり，信用金庫や生協などを扱っ
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